
改正後全文 

厚生労働省発障０８２５第１号 

平 成 ２ １ 年 ８ 月 ２ ５ 日 

第１次改正 平 成 ２ ２ 年 ５ 月 １ ９ 日 

厚生労働省発障０５１９第１号 

第２次改正 平 成 ２ ３ 年 １ 月 ５ 日 

厚生労働省発障０１０５第１号 

第３次改正 平 成 ２ ３ 年 6 月 1 6 日 

厚生労働省発障０６１６第２号 

第４次改正 平 成 ２ ４ 年 2 月 3 日 

厚生労働省発障０２０３第７号 

第５次改正 平 成 ２ ４ 年 8 月 8 日 

厚生労働省発障０８０８第１１号 

第６次改正 平 成 ２ ５ 年 8 月 9 日 

厚生労働省発障０８０９第１号 

第７次改正 平 成 ２ ６ 月 2 月 1 3 日 

厚生労働省発障０２１３第２号 

 

 

都  道  府  県  知  事 

指  定  都  市  市  長 

中   核   市   市   長 

各 一部事務組合の管理者  殿 

広  域  連  合  の  長 

開  発  機  関  の  長 

 

厚 生 労 働 事 務 次 官   

 

 

 

地域生活支援事業費補助金及び障害者総合支援事業費補助金の国庫補助について 

 

標記の国庫補助金の交付については、別紙「地域生活支援事業費補助金及び障害者総合支援

事業費補助金交付要綱」（以下「交付要綱」という。）により行うこととされ、平成２１年８

月２５日から適用することとされたので通知する。 

なお、各都道府県知事におかれては、貴管内の市町村（特別区を含み、指定都市、中核市、

一部事務組合及び広域連合を除く。）に対する周知につき配慮願いたい。 



地域生活支援事業費補助金及び障害者総合支援事業費補助金交付要綱 

 

 

（通 則） 

１ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３

号）（以下「法」という。）第９５条第２項に基づく国庫補助金及び障害者総合支援事業費

補助金については予算の範囲内において交付するものとし、法、補助金等に係る予算の執行

の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等に係る予算の執行の適正化

に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）及び厚生労働省所管補助金等交付規則（平

成１２年
厚生省

労働省令第６号）の規定によるほか、この交付要綱の定めるところによる。 

 

（交付の目的） 

２ 法に基づき、障害者等が基本的人権を享有する個人としての尊厳にふさわしい日常生活又

は社会生活を営むことができるよう、地域の特性や利用者の状況に応じた柔軟な事業形態に

よる事業を計画的に実施すること等により、もって障害者等の福祉の増進を図るとともに、

障害の有無に関わらず国民が相互に人格と個性を尊重し安心して暮らすことのできる地域社

会の実現に寄与することを目的とする。 

 

（交付の対象） 

３ この補助金は、次の事業を交付の対象とする。 

（１）地域生活支援事業費補助金 

平成１８年８月１日障発第0801002号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知の別

紙１「地域生活支援事業実施要綱」に基づき都道府県及び市町村（指定都市、中核市、特

別区、一部事務組合及び広域連合を含む。以下同じ。）が行う事業並びに社会福祉法人、

公益法人（公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成18年法律第49号）

第2条第3項に規定する法人をいう。以下同じ。）、特定非営利活動法人等の団体（以下「社

会福祉法人等」という。）が行う事業に対して都道府県及び市町村が補助する事業 

 

（２）障害者総合支援事業費補助金 

  ① 障害者自立支援機器等開発促進事業 

平成２２年４月１６日障発０４１６第６号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長 

   通知の別紙「障害者自立支援機器等開発促進事業実施要綱」に基づき、支援機器開発機

関（以下「開発機関」という。）が行う事業 

② 工賃向上計画支援事業 

平成２４年４月１１日障発０４１１第５号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長

通知の別紙「工賃向上計画支援事業実施要綱」に基づき、都道府県が行う事業 

  ③ 障害者就業・生活支援センター事業（生活支援等事業） 

    平成１４年５月７日職高発第0507004号、障発第0507003号厚生労働省職業安定局

高齢・障害者雇用対策部長、社会・援護局障害保健福祉部長連名通知の別紙３「障

害者就業・生活支援センター事業（生活支援等事業）実施要綱」に基づき、都道府

県が行う事業 

  ④ 障害者就業・生活支援センター事業（モデル事業） 

    平成２４年５月９日障発０５０９第２号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部



長通知の別紙「障害者就業・生活支援センター事業（モデル事業）実施要綱」に基

づき、都道府県が行う事業 

⑤ 障害者虐待防止対策支援事業 

    平成２２年５月１７日障発０５１７第５号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉

部長通知の別紙「障害者虐待防止対策支援事業実施要綱」に基づき、都道府県及び

市町村が行う事業 

  ⑥ 重度訪問介護等の利用促進に係る市町村支援事業 

    平成２４年５月２３日障発０５２３第１号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉

部長通知の別紙「重度訪問介護等の利用促進に係る市町村支援事業実施要綱」に基づ

き、都道府県が行う事業 

  ⑦ 不服審査会経費 

    法第９７条第１項の規定に基づく審査請求で、法第９８条第１項により都道府県が障

害者介護給付費等不服審査会を運営する際の必要な事務経費及び児童福祉法第５６条

の５の５第１項の規定に基づく審査請求で、同法第５６条の５の５第２項において読み

替えて準用する法第９８条第１項により都道府県が障害児通所給付費等不服審査会を

運営する際の必要な事務経費 
⑧ 障害者自立支援給付支払等システム事業 

平成２６年２月１３日障発０２１３第２号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長

通知の別紙「障害者自立支援給付支払等システム事業実施要綱」に基づき、都道府県及

び市町村が行う事業 
 

（交付額の算定方法） 

４ この補助金の交付額は、次により算出された額の合計額とする。ただし、算出された種目

ごとの額に１，０００円未満の端数が生じた場合には、これを切捨てるものとする。 

（１）３の（１）の事業 

① 都道府県及び市町村が行う事業 

次の表の第３欄に定める基準額と第４欄に定める対象経費の実支出額から寄付金その

他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額に第５欄に定める補助率を乗じて得

た額を交付額とする。 

② 社会福祉法人等が行う事業に対して都道府県又は市町村が補助する事業 

ア 次の表の第３欄に定める基準額と第４欄に定める対象経費の実支出額から寄付金

その他の収入額（社会福祉法人の場合は、寄付金収入額を除く。以下同じ。）を控除

した額とを比較して少ない方の額を選定する。 

イ アにより選定された額と都道府県又は市町村が補助した額とを比較して少ない方

の額に第５欄に定める補助率を乗じて得た額の範囲内の額を交付額とする。 

 

（２）３の（２）の事業 

次の表の第２欄に定める種目ごとに、第３欄に定める基準額と第４欄に定める対象経

費の実支出額から寄付金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額に第５

欄に定める補助率を乗じて得た額を交付額とする。 

 

 

 

 



 
別表 
 

１区分 ２種目 ３     基  準  額 ４     対 象 経 費 ５補助率 
 
地域生活

支援事業

費補助金 

 
地域生活

支援事業 
 

 
 厚生労働大臣が必要と認めた額 
 

 
 地域生活支援事業の実施に必要な報酬、給料、職員手当

等、賃金、共済費、報償費［謝金］、旅費、需用費（消耗

品費、改造費、燃料費、食糧費［会議費］、印刷製本費、

光熱水費及び修繕料）、役務費（通信運搬費、手数料、保

険料及び広告料）、委託料、使用料及び賃借料、備品購入

費、扶助費、負担金、補助金、助成金、交付金等 
（［ ］内は、公益法人等事業における対象経費名である。） 

 

５０ 

１００ 

 

 
障害者総

合支援事

業費補助

金 

 
障害者自

立支援機

器等開発

促進事業 

 
厚生労働大臣が必要と認めた額 

 

「障害者自立支援機器等開発促進事業」の実施に必要な

賃金、謝金、備品購入費、消耗品費、雑役務費、借料及び

損料、旅費、会議費、通信運搬費、印刷製本費、光熱水費

並びに委託費 

 
１ 

２ 

 
工賃向上

計画支援

事業費 

 
１．基本事業  
厚生労働大臣が必要と認めた額 

 
 工賃向上計画支援事業（基本事業）の実施に必要な賃金、

謝金、旅費、共済費、報酬、需用費（消耗品費、燃料費、

印刷製本費、光熱水費及び修繕料（改造費））、会議費、役

務費（通信運搬費、手数料及び保険料）、委託料並びに使

用料及び賃借料 

 
１ 
２ 

 
２．特別事業 
 厚生労働大臣が必要と認めた額 

 
 工賃向上計画支援事業（特別事業）の実施に必要な賃金、

謝金、旅費、共済費、報酬、需用費（消耗品費、燃料費、

印刷製本費、光熱水費及び修繕料（改造費））、会議費、役

務費（通信運搬費、手数料及び保険料）、委託料並びに使

用料及び賃借料 

 
１０ 
１０ 

 
障害者就

業・生活

支援セン

ター事業

（生活支

援 等 事

業） 

 
1か所当たり年額 
   5,293千円 

 
障害者就業・生活支援センター事業（生活支援等事業）

において必置職員を配置するために必要な報酬、給料、職

員手当等、共済費、旅費、需用費（消耗品費、燃料費、会

議費、印刷製本費、光熱水費及び修繕料）、役務費（通信

運搬費、手数料）、委託料、使用料及び賃借料並びに備品

購入費 

 
１ 
２ 

 
障害者就

業・生活

支援セン

ター事業

（モデル

事業） 
 

 
1か所当たり年額 
    5,188千円 

 
障害者就業・生活支援センター事業（モデル事業）に必要

な報酬、給料、職員手当等、賃金、共済費、旅費、需用費

（消耗品費、燃料費、会議費、印刷製本費）、役務費（通

信運搬費、手数料）、委託料、使用料及び賃借料 

 
１ 
 ２ 

 
障害者虐

待防止対

策支援事

業 

 
厚生労働大臣が必要と認めた額  

 
障害者虐待防止対策支援事業の実施に必要な報酬、

給料、職員手当等、賃金、共済費、報償費、旅費、需

用費（消耗品費、燃料費、入所者食糧費、印刷製本費

及び光熱水費）、役務費（雑役務費、通信運搬費及び

広告料）、委託料、使用料及び賃借料並びに備品購入

費 
 

 

１ 
２ 

 

 



  
重度訪問

介護等の

利用促進

に係る市

町村支援

事業 

 
市町村（政令指定都市及び中核市除く。）

に対し、当該年度における国庫負担基準の

超過額の範囲内で、別に定める実施要綱に

基づき、都道府県が必要と認める額 

 
平成21年5月11日厚生労働省発障第0511002号厚生労働

事務次官通知の別紙「障害者自立支援給付費等国庫負担（

補助）金交付要綱」別表１の第２欄に定める種目「１障害

福祉サービス費等」における第４欄に定める対象経費「１

当該介護給付費等の支給に要した費用」 

 

１ 

２ 

 
不服審査

会経費 

 
厚生労働大臣が必要と認めた額 

 
法及び児童福祉法の規定に基づき、都道府県が障害者介

護給付費等不服審査会及び障害児通所給付費等不服審査

会を運営する際の必要な報酬、共済費、賃金、報償費、旅

費、需用費（消耗品費、燃料費、食糧費及び印刷製本費）

、役務費（通信運搬費及び手数料）、委託料並びに使用料

及び賃借料 

 

１ 

２ 

 
障害者自

立支援給

付支払等

システム

事業 

 
厚生労働大臣が必要と認めた額 

 
障害者自立支援給付支払等システム事業に必要な賃金、

旅費、需用費、役務費、委託料、使用料及び賃借料、備品

購入費、負担金 

 

１ 

２ 

 



（補助金の概算払） 

５ 厚生労働大臣は、必要があると認める場合においては、国の支払計画承認額

の範囲内において概算払をすることができる。 

 

（交付の条件） 

６ この補助金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。 

（１）都道府県及び市町村が行う事業の場合 

① 事業に要する経費の配分の変更については、次により行うものとする。 

ア 事業に要する経費の各種目間の配分の変更（それぞれの配分額のいず

れか低い方の額の２０％以内の変更を除く。）をする場合には、厚生労働

大臣の承認を受けなければならない。 

イ 区分地域生活支援事業費補助金と区分障害者総合支援事業費補助金の

経費の配分の変更はしてはならないものとする。 

② 事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、厚生労働大臣

の承認を受けなければならない。 

③ 事業を中止し、又は廃止する場合には、厚生労働大臣の承認を受けなけ

ればならない。 

④ 事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難になった場

合には、速やかに厚生労働大臣に報告してその指示を受けなければならな

い。 

⑤ 事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに事業

により取得し、又は効用の増加した価格が単価５０万円以上の機械及び器

具については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令第

１４条第１項第２号の規定により厚生労働大臣が別に定める期間を経過す

るまで、厚生労働大臣の承認を受けないで、この補助金の交付の目的に反

して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は廃棄してはな

らない。 

⑥ 厚生労働大臣の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場

合には、その収入の全部又は一部を国庫に納付させることがある。 

⑦ 事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後に

おいても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運

営を図らなければならない。 

⑧ 補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消

費税及び地方消費税にかかる仕入控除税額が確定した場合には、別紙様式

２により速やかに厚生労働大臣に報告しなければならない。 

なお、厚生労働大臣は報告があった場合には、当該消費税及び地方消費

税に係る仕入控除税額の全部又は一部を国庫に納付させることがある。 

⑨ 補助金と事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした別紙様式１に

よる調書を作成するとともに、事業に係る歳入及び歳出について証拠書類

を整理し、かつ調書及び証拠書類を事業の完了の日（事業の中止又は廃止

の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５



年間保管しておかなければならない。 

⑩ 都道府県及び市町村は、国から概算払により間接補助金に係る補助金の

交付を受けた場合には、当該概算払を受けた補助金に相当する額を遅滞な

く間接補助事業者に交付しなければならない。 

⑪ 都道府県又は市町村は、間接補助金を間接補助事業者に交付する場合に

は、次の条件を付さなければならない。 

ア ①から⑧までに掲げる条件。 

この場合において、都道府県にあっては①、②、③、④、⑥及び⑧の

規定中「厚生労働大臣」とあるのは「都道府県知事」と、「国庫」とある

のは「都道府県」と、「別紙様式２」とあるのは「別紙様式２に準じた様

式」と、⑤中「５０万円」とあるのは「３０万円」と、「厚生労働大臣の

承認」とあるのは「都道府県知事の承認」と、読み替えるものとする。 

市町村にあっては①、②、③、④、⑥及び⑧の規定中「厚生労働大臣」

とあるのは「市町村長」と、「国庫」とあるのは「市町村」と、「別紙様

式２」とあるのは、「別紙様式２に準じた様式」と、⑤中「５０万円」と

あるのは「３０万円」と、「厚生労働大臣の承認」とあるのは「市町村長

の承認」と、読み替えるものとする。 

イ 間接補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収

入及び支出について証拠書類を整理し、かつ当該帳簿及び証拠書類を間

接補助事業等完了後５年間保管しておかなければならない。 

⑫ ⑪により付した条件に基づき、都道府県知事又は市町村長が承認又は指

示をする場合には、あらかじめ厚生労働大臣の承認又は指示を受けなけれ

ばならない。 

⑬ 間接補助事業者から財産の処分による収入の全部又は一部の納付があっ

た場合には、その納付額の全部又は一部を国庫に納付させることがある。 

 

（２）開発機関が行う事業の場合 

① 交付を受けた補助金は、当該補助金の交付対象事業に必要な経費にのみ

使用しなければならない。 

② 開発機関は、開発事業の遂行に当たり、臨床研究に関する倫理指針（平

成２０年厚生労働省告示第４１５号）の研究に関係する指針等を遵守しな

ければならない。 

③ 開発事業に要する経費の配分の変更（直接開発費（委託費を除いた対象

経費の総称）と委託費の間の配分変更をいい、それぞれの経費の増減額が

変更前の当該経費の額に０．２を乗じた額を超えない場合を除く。）をし

ようとする場合には、申請書の様式に準じた経費配分変更承認申請書を厚

生労働大臣に提出し、その承認を受けなければならない。 

④ 申請書の内容のうち開発事業の実施計画（当該事業の目的及び効率的な

実施に関係のない軽微な変更を除く。）を変更しようとする場合には、申

請書の様式に準じた事業内容変更承認申請書を厚生労働大臣に提出し、そ

の承認を受けなければならない。 



⑤ 開発事業が期間内に完了しないとき又はこれら事業の遂行が困難になっ

たときは、速やかに厚生労働大臣に報告してその指示を受けなければなら

ない。 

⑥ 開発機関が、海外出張、病気その他の理由で引き続き３月以上事業が遂

行できなくなる場合には、④の事業内容変更承認申請書を厚生労働大臣に

提出し、その承認を受けなければならない。 

⑦ 開発機関の住所の変更があった場合には、遅滞なく、その旨を厚生労働

大臣に届け出なければならない。 

⑧ 開発事業を中止し、又は廃止する場合には、その理由、今後に講ずる措

置その他必要と認める事項を記載した当該事業の中止又は廃止の承認申請

書を厚生労働大臣に提出し、その承認を受けなければならない。 

⑨ 開発事業により取得し、又は効用の増加した機械器具でその価格が単価

３０万円以上のものについては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関

する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）第１４条第１項第２号の規

定により厚生労働大臣が別に定める期間を経過するまで、厚生労働大臣の

承認を受けないで、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、

貸し付け、担保に供し、又は廃棄してはならない。 

⑩ 前号の規定により厚生労働大臣の承認を受けて機械器具を処分すること

により収入があった場合には、その収入の全部又は一部を国庫に納付させ

ることがある。 

⑪ 開発事業により取得し、又は効用の増加した財産については、当該事業

の完了後においても、善良な管理者の注意をもって管理し、当該事業の目

的に従って、その効率的運営を図らなければならない。 

⑫ 開発事業に従事する者がこの補助金による開発の成果によって、相当の

収益を得たと認められる場合には、交付した補助金の全部又は一部に相当

する金額を国庫に納付させることがある。 

⑬ 開発事業に従事する者が開発の成果に係る特許権等の知的財産権又は当

該知的財産権を受ける権利の全部又は一部を譲渡する場合には、譲渡を受

ける者から相当の対価の支払を受けることを契約等において定めた上で行

わなければならない。 

 

（申請手続） 

７ この補助金の交付の申請は、次により行うものとする。 

（１） 都道府県知事、指定都市市長、中核市市長、一部事務組合の管理者、広

域連合の長及び開発機関の長は、別紙様式３による申請書に関係書類を添

えて、毎年度５月末日までに厚生労働大臣に提出して行うものとする。 

 

 

（２） 市町村（特別区を含み、指定都市、中核市、一部事務組合及び広域連合

を除く。）の長は、別紙様式４による申請書に関係書類を添えて都道府県知

事が定める日までに都道府県知事に提出して行うものとする。 



また、都道府県知事は、申請書を受理したときは、その内容を審査し必

要があると認めたときは現地調査等を行い、その後、適正と認めたときは、

これを取りまとめ別紙様式３に添えて、毎年度５月末日までに厚生労働大

臣に提出して行うものとする。 

 

（変更申請手続） 

８ この補助金の交付決定後の事情の変更により申請の内容を変更して追加交付

申請等を行う場合には、７に定める申請手続に従い、別途定める日までに行う

ものとする。 

 

（交付決定までの標準的期間） 

９ この補助金の交付決定までの標準的期間は、次のとおりとする。               

（１） 都道府県知事は、７の（２）又は８による交付申請書が到達した日から

起算して原則として１か月以内に厚生労働大臣に提出を行うものとし、厚

生労働大臣は、交付申請書が到達した日から起算して原則として２か月以

内に交付の決定（決定の変更を含む。）を行うものとする。 

 

（２） （１）以外の場合、厚生労働大臣は、７の（１）及び８による交付申請

書が到達した日から起算して原則として２か月以内に交付の決定（変更の

決定を含む。）を行うものとする。 

 

（交付決定の通知） 

10 都道府県知事は、厚生労働大臣の交付決定又は変更交付決定があったときは、

市町村（特別区を含み、指定都市、中核市、一部事務組合及び広域連合を除く。）

の長に対し、別紙様式５、別紙様式６、又は別紙様式７により速やかに交付決

定内容及びこれに付された条件の通知を行うものとする。 

 

（実績報告） 

11 この補助金の事業実績報告は、次により行うものとする。 

（１） 都道府県知事、指定都市市長、中核市市長、一部事務組合の管理者、広

域連合の長及び開発機関の長は、事業が完了したときは、別紙様式８によ

る事業実績報告書に関係書類を添えて、翌年度４月１０日（６の（１）の

③又は（２）の⑧により事業の中止又は廃止の承認を受けた場合は、当該

承認通知を受理した日から起算して１か月を経過した日）までに厚生労働

大臣に提出して行うものとする。 

 

（２） 市町村（特別区を含み、指定都市、中核市、一部事務組合及び広域連合

を除く。）の長は、別紙様式９による事業実績報告書に関係書類を添えて都

道府県知事が定める日までに都道府県知事に提出して行うものとする。 

また、都道府県知事は、事業実績報告書を受理したときは、その内容を

審査し必要があると認めたときは現地調査等を行い、その後、適正と認め



たときは、これを取りまとめ別紙様式８に添えて翌年度４月１０日までに

厚生労働大臣に提出して行うものとする。 

 

（補助金の額の確定の通知） 

12 都道府県知事は、厚生労働大臣の交付額の確定があったときは、市町村（特

別区を含み、指定都市、中核市、一部事務組合及び広域連合を除く。）の長に対

して、別紙様式１０により速やかに確定の通知を行うものとする。 

 

（補助金の返還） 

13 厚生労働大臣は、交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその

額を超える補助金が交付されているときは、期限を定めて、その超える部分に

ついて国庫に返還することを命ずる。 

 

（その他） 

14 特別の事情により４、７、８及び 11 に定める算定方法、手続によることがで

きない場合には、あらかじめ厚生労働大臣の承認を受けてその定めるところに

よるものとする。 

 


